



























































訟法 1 ［第 2 版］』18頁，19頁［中野貞一郎執筆部分］（日本評論社，200３年）等。ただし，不動
産に関する物権的請求につき，慣習国際法上，不動産所在地国が専属的国際裁判管轄を有すると
いう見解に対しては，根強い否定説も存する（本間靖規ほか『国際民事手続法』３４頁（有斐閣，
200５年［2008年第 2 刷補訂］）及び石黒一憲『現代国際私法［上］』26７ - 68頁（東京大学出版会，
1986年）等）。
なお，200５年 6 月にハーグ国際私法会議において，「管轄合意に関する条約（Convention on 












































































小島・前掲注（	2	）書（執筆部分）68 - ７1頁，及び，中野・前掲注（	4	）書（執筆部分）18 - 20頁等。





















































































約」（Convention on jurisdiction and the enforcement of judgments in civil and commercial 
matters）［ブリュッセル条約］，1988年 9 月に調印された「民事及び商事事件における裁判管轄権
及び判決の執行に関する条約」（Convention on jurisdiction and the enforcement of judgments in 
civil and commercial matters）［ルガーノ条約］，及び，EU 内で実質的にこれらの 2 つの条約に
取って代わることになる2002年 ３ 月発効の「民事及び商事事件における裁判管轄権並びに判決の
承認及び執行に関する理事会規則」（Council Regulation on jurisdiction and the recognition and 



























































































































































選［第 6 版］』［別冊ジュリスト No. 1３４］260頁（有斐閣，199５年）等。


































































































































備に関する要綱」（法務省の WEB サイト http://www.moj.go.jp/shingi1/SHINGI2_10020５-2-1.







































































太寿堂鼎「国際法における国家の裁判権免除」法學論叢第68巻第 ５ ・ 6 号106頁，1３0頁（1961
年），太寿堂・前掲注（	41	）論文４７頁，及び，広部和也「最近における主権免除原則の状況」國際法

















『裁判を受ける権利』との関係（一），（二）・完」法學論叢第1５３巻第 6 号82頁，同第1５４巻第 2 号
















は，200４年 に 国 連 国 家 免 除 条 約（United Nations Convention on Jurisdictional 















国の民事裁判権に関する法律（対外国民事裁判権法）の概要について」民事月報6４巻 ７ 号 9 頁，
1４頁（2009年））。
高桑昭「国際民事訴訟法」高桑昭・道垣内正人編『新・裁判実務大系 ３ 国際民事訴訟法（財産





ている。また，立法化の状況として，ヨーロッパ国家免除条約（The European Convention on 
State Immunity）及びアメリカ合衆国の法律案については，太寿堂鼎「主権免除をめぐる最近の
動向」法學論叢第9４巻第 ５ ・ 6 号1５2頁，1７2 - 91頁（19７４年），アメリカ合衆国の外国主権免除法
（Foreign Sovereign Immunities Act of 19７6）については，西立野園子「米国主権免除法」ジュ
リ７2７号11７頁以下（1980年）において詳細な説明がなされている。その他，19７8年にはイギリス













































































小田（岩沢）・前掲注（	55	）判批192頁。福岡高決昭３1・ ３ ・1５下民集 ７ 巻 ３ 号629頁，青森地決昭
３1・ 2 ・1４労民集 ７ 巻 1 号10３頁，及び，東京地判昭３2・ ３ ・16労民集 8 巻 2 号2４３頁等がある。
板付基地解雇事件（福岡地判昭３1・ ３ ・2３労民集 ７ 巻 2 号３５1頁，３５9 - 60頁）。なお，駐留軍労
務者の解雇の適法性について詳しく論じたものに，小西國友「解雇の事由（六・完）──判例理


































29判例集未登載；澤田壽夫ほか編『マテリアルズ国際取引法 International Business Law: Notes, 
Cases & Materials』21 - 2３頁（有斐閣，200４年）参照）。
本判決の原審は東京高判平10・12・2５民集５6巻 ４ 号７96頁，判時166５号6４頁，第 1 審は東京地八
王子支判平 9 ・ ３ ・1４民集５6巻 ４ 号７9５頁，判時1612号101頁である。原審についての判例評釈と
して廣部和也「米軍に関する裁判権免除」ジュリ11５７号［平成10年度重要判例解説］282頁（1999






































民事裁判権──最二判平成18・ ７ ・21を巡って──」金融・商事判例12５４号 2 頁（2006年），高
桑・前掲注（	10	）論文「外国国家の民事裁判権免除特権の制限と放棄」212頁，林道晴「重要判例紹


















































































































































５ ・19労民集11巻 ３ 号５2７頁（ジャパン・セントラル・エクスチェンジなる機関に解雇された日本
人従業員による解雇無効の確認訴訟［仮処分］につき，当該機関を合衆国の国家機関として取り
扱うことが相当であるとしたうえで，わが国の裁判権は及ばないと判断された事案），及び，東京
















































































































































































































































































































除くものをいう」としたうえで，「 1 　国及びその政府の機関， 2 　連邦国家
の州その他これに準ずる国の行政区画であって，主権的な権能を行使する権限
を有するもの， ３ 　前 2 号に掲げるもののほか，主権的な権能を行使する権限





















　次に，第 2 章「外国等に対して裁判権が及ぶ範囲」の第 1 節では ｢免除の原
則｣ が謳われ，第 ４ 条に「外国等は，この法律に別段の定めがある場合を除き，
裁判権（我が国の民事裁判権をいう。以下同じ。）から免除されるものとする」旨
が規定されている。そして，第 2 節「裁判手続について免除されない場合」と















囲」の第 2 節第 9 条においては，特定事項の一つとして「労働契約」に関する
規定が設けられているが，第 1 項では，「外国等は，当該外国等と個人との間
（78）































労働契約が同法第 8 条に規定された ｢商業的取引｣ とはその性質を異にするこ
とを考慮すると，また，私人対外国国家等の紛争類型の中でも労働契約に関わ
る労使紛争がおそらくは最も数が多いものであること等を考えると，非常に意












































ても「免除条約」と略す；注参照）第 2 条 1 ⒝ⅱ「連邦国家の構成単位又は国
家の行政区画であって，主権的な権能の行使としての行為を行う権限を有し，
かつ，それらの資格において行動しているもの」，及び，民事裁判権免除法第





















































































































































































































M. Sargeant & D. Lewis, Employment Law, ３rd edn, p. 16４ (Harlow; Pearson Longman, 2006); 
A. Korn & M. Sethi, Employment Tribunal Compensation, ３rd edn, p. 68 (Oxford; Oxford 
University Press, 200５); Port of London Authority v. Payne & Others [1992] IRLR ４４７, (EAT). な
お，不公正解雇に対する救済としては原職復帰及び再雇用命令が第一次的なものと位置付けられ
て お り， こ れ ら の 命 令 が 出 せ な い と き に 補 償 金 の 裁 定 が 行 わ れ る こ と と な っ て い る
（Employment Rights Act 1996, ss. 112 (2)–(４); R. Upex, R. Benny & S. Hardy, Employment Law, 





























Employment Rights Act 1996, s. 116 (1).
Tribunals Service Annual Statistics 2008/09 ; S. Deakin & G. S Morris, Labour Law, ５th edn, 
pp. ４７1-７2 (Oxford; Hart Publishing, 2009); N. M. Selwyn, Selwyn’s Law of Employment, 1４th 
edn, pp. ４３５-３７ (Oxford; Oxford University Press, 2006); R. W. Painter & A. Holmes, Cases & 
Materials on Employment Law, ５th edn, p. ４81 (Oxford; Oxford University Press, 200４).
J. Bowers, A Practical Approach to Employment Law, 8th edn, p. ３8７ (Oxford; Oxford 
University Press, 2009); A. korn & M. Sethi, op. cit. supra note 90, at ７6-７７; P. Parry, Industrial 
Tribunals ─ How to Present Your Case, 1st edn, p. 62 (1991); M. W. T. Mead, Unfair Dismissal 
Handbook, ３rd edn, p. ４26 (London; Longman, 198７).
Employment Rights Act 1996, s. 11７ (1).

































































































































第 2 項第 ３ 号及び第 ４ 号）がどうして条約内容と異なる形で定められたのかにつ






















































に関しては同第 ４ 号に該当するものとして，それ以外の事案に関しては第 ３ 号
に該当するものとして取り扱われることになる。









































　同第 ３ 号及び第 ４ 号における損害賠償請求に係る「例外の例外」に対しては，
⑴免除条約に関するコメンタリーの影響を受けてか，民事裁判権免除法第 9 条







































































るかは明らかではないが，同法も，第 2 条及び第 9 条については，本判決の下
級審判断から一定程度の影響を受けているのではないかとも思われる。そうい



















































































R. Garnett, State Immunity in Employment Matters, ４6 International and Comparative Law 







































































































































































































「雇用契約」に関して書かれていた内容を参照している（Yearbook of International Law 
Commission, 1991, vol. II (Part Two), p. ４1）。
池原・前掲注（	1	）論文1５ - 18頁及び多喜・前掲注（	5	）書11５ - 18頁等参照。
（135）
（136）
